
南海トラフ地震は、駿河湾
から日向灘沖にかけてのプ
レート境界を震源域として、
過去に大きな被害をもたら
してきた大規模地震です。

南海トラフ地震防災対策推進地域

指定基準の概要
■ 震度6弱以上の地域
■ 津波高3m以上で海岸堤防が低い地域
■ 防災体制の確保、過去の被災履歴への配慮
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南海トラフの想定震源域またはその周辺で
M6.8以上の地震が発生
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日頃からの地震への備えを
再確認する等

津波からの避難が間に合わ
ない一部の地域では引き続
き1週間避難を継続

地震発生後の防災対応の流れ

※1  ゆっくりすべりが観測された場合は、それが収まったと評価されるまで
※2  住民が揺れを感じることがない、プレート境界面のゆっくりとしたずれによる地殻変動を観測した場合など

●出典：内閣府・気象庁『南海トラフ地震 ーその時の備えー』

南海トラフ地震臨時情報 調査中
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M7.0以上M8.0未満の地震
または、ゆっくりすべり（※2） それ以外

□ つねに家族の所在場所を把握
□ 非常用袋やヘルメットを玄関に
□ 枕元に履き慣れた靴を置いておく

南海トラフ地震で大きな被害が見込まれる地域

「南海トラフ地震臨時情報」を知ろう
南海トラフ地震の発生可能性が通常と比べて相対的に高まったと評価された場合に、

気象庁から「南海トラフ地震臨時情報」が発表されます。
政府や地方公共団体などからの呼びかけ等に応じた防災対応をとりましょう。
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　期待と不安をもって迎えた21世紀は、瞬く間に四半
世紀を経過しました。持続可能な社会を実現していくた
めに、明確になっている課題に覚悟を持って取り組んで
いかなければなりません。
　20世紀は戦争、技術革新、社会変革の時代で、戦後復
興期には科学技術が著しく進展しました。日本も高度経
済成長を遂げ、世界経済に大きく貢献しました。
　21世紀に入ると、デジタル革命とグローバル化が進
展し、インターネットの普及で情報流通速度が飛躍的に
向上しSNSやAI技術の発展により、コミュニケーション

や生活様式が大きく変わりました。
　一方、気候変動や食料不足、パンデミック対応など地
球規模の課題に対する国際協力が求められています。
　日本は、人口減少や高齢化に直面し、技術革新を活用
した地域活性化や働き方改革、新たな経済成長モデルの
模索が進められています。
　これからの四半世紀は、技術革新と人間の共存、国際
協力、多様性を尊重し、個人・企業・政府・地方自治体が一
体となり、創造的かつ協力的に課題解決に取り組まなけ
ればなれないと考えます。
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読み込んで
アクセス

県公式防災アプリを
ダウンロードして活用して下さい!

質疑の全文をお読みになりたい方は、
私のホームページをご覧いただくか、
2月議会の開会日以降に静岡県議会の
ホームページからお読みください。 ◀◀

　新春のお喜びを申し上げます。皆さまには、日頃より県政へ
のご理解とご協力を賜り、心より感謝申し上げます。
　昨年12月に開催された議会では、県民の安全と安心を第一
に考えた施策に関する議論が活発に行われました。私は25分
の持ち時間内で、知事への質問として6項目を取り上げました。
　今回の報告書では、静岡県民の最重要課題である、「南海ト
ラフ地震」についても取り上げました。
　今後も、皆さまと共に安心で住みよい安全な街づくりに取
り組んでまいります。本報告書が皆さまの生活の一助となり、
県政に対する理解が深まることを願っております。
　新たな年が皆さまにとって、健康で実り多き一年となりま
すよう、心よりお祈り申し上げます。



本県林業の更なる発展のための取り組みとして、森林づくり県
民税による荒廃森林の整備や、市町が行う森林環境譲与税を活用した
事業を推進する。また、認証木材の利用を積極的に促進していくととも
に、生産性の向上を目的に、スタートアップ発のIT技術を林業現場に導
入するなど、供給力の強化にも努める。

先の衆議院選挙では、知事は裏金問題にかかわる候
補者を含む4人を応援したが、１人は、政治倫理審査会に出席し
て説明を行っていない候補者だった。応援の際、自己紹介で
「静岡県知事」を名乗ったことで、静岡県民が裏金問題に寛容
であるかのような印象を与えかねない。静岡県知事として、今後
どのようにその役割を果たしていくのか伺う。

今回の衆議院議員選挙における候補者の応援は、旧来から
親交のあった方に対し、個人的に行ったものでありますが、御批判の声
を頂いたことにつきましては、真摯にお詫びを申し上げます。今後も、
公人である知事の責務をしっかりと肝
に銘じ、県民に寄り添いながら、本県の
発展に全力を尽くしてまいります。

災害に負けない県土強靱化を進めていく上で、現場で
働く専門職員、特に土木技術職員が不足している。また、災害
時や緊急時には、通常業務に加え災害対応を担うこととなり、
さらに負担が増加している。土木技術職員等の増員や、適切な
人員配置が必要と考えるが、県の見解を伺う。

これまでも限られた人的資源の中で、適切かつ効率的な人員
配置に努めてきた。令和元年度以降、土木技術職員を24名増員のほか、
林地開発許可を行う農林事務所や、南海トラフ巨大地震に備える危機
管理部門等についても、技術職員の増員を図っている。
　現場での、県民の安全・安心を守る土木事務所などの実情を把握し、
業務量に応じた増員を図るなど、適正な人員配置に努めていく。

土木技術職員や専門職員採用試験において必要な職
員を安定的に採用することは重要だが、今年度の早期試験の
実施や、理系の学生が受験しやすいよう「基礎能力試験」に変
更するなどの取組では人員確保の対策としては不十分と考え
る。人事委員会としてどのような対策を講じていくのか伺う。

人材獲得競争が激化する中、本県でも、土木職等の専門職員
確保が喫緊の課題と認識している。人材確保に当たり、受験機会の拡
充や受験しやすい試験内容への変更等、試験制度の改善を進めてい
る。学生の就職活動早期化に対応した広報スケジュールの再構築や、
情報発信の強化など、県土強靱化を担う土木技術職員等の確保に取り
組んでいく。

農業を取り巻く環境は、生産コストの上昇、販売価格
の低迷など非常に厳しい状況にある。知事は、就任前から産業
分野、特にスタートアップ誘致に力を入れると明言しており、積
極的な取り組を期待しているが、本県農業が直面する課題解決
に向けた今後の取組方針について伺う。

県では、民間事業者や学術研究機関等と連携し、優れた育種
技術や栽培技術を持つ県内企業との共同研究により、機能性表示食品
を開発し、農産物の高付加価値化を実現してきた。今後、革新的なアイ
デアや技術を持つスタートアップの参画を促進し、民間事業者等と連携
した先端技術の開発を進め、本県農業の課題解決に取り組んでいく。

土砂流出防止等、公益的機能を持つ森林の役割は、自
然災害の発生抑止という意味で非常に大きいと考える。さら
に、二酸化炭素の吸収源や木材として利活用するなど、森林資
源の循環利用が地球温暖化対策として重要である。そこで、森
林整備と県産材利活用の推進について、所見を伺う。

原子力災害の避難計画は、現在、自治体によって策定
された避難計画は評価もされておらず、緊急時の実効性があ
るとは言い難い。原発事故は大地震などの自然災害と複合的
に発生する可能性が高く、事故情報、避難指示等の伝達方法、
要配慮者の安全確保、避難退域時検査、屋内退避の課題、避難
路・避難手段の確保、避難先での生活と戻るための準備など
様々な課題は事前に検討するべきと考える。
　避難計画の実効性の確保について、どのように考えているの
か、また、住民の生命財産を守るという自治体の責務を果たす
意思が重要と考えるが、知事の所見を伺う。

県及び関係11市町が策定した広域避難計画の実施に当たって
は、課題が残されていると認識しており、避難者に適時的確に事故情
報・避難情報を伝える避難情報発信・集約システムの開発・運用や避難
退域時検査を円滑かつ確実に実施するためのマニュアル作成等を進
めるとともに、地震との複合災害も想定した訓練等を通じて対策の効
果や課題の検証を行っております。
　今後、国が設置する浜岡地域原子力防災協議会において、県、関係市
町の地域防災計画及び避難計画を含む「緊急時対応」が取りまとめら
れ、それを関係省原子力防災会議に報告され、了承を得るこになってお
り、これらの過程で、実効性が確保されていくものと考えている。

太陽光パネルは、2030年半ば以降には大量に廃棄さ
れることが見込まれている。これがいわゆる、太陽光発電事業
における2030年問題である。現在、廃棄する太陽光パネルは、
管理型処分場で埋めたて処分されているが、管理型処分場は
全国的に少なく、リサイクル制度の構築など、パネル廃棄への
対策は喫緊の課題である。　
　太陽光パネルの大量廃棄問題と資源リサイクルの推進につ
いて、どのように取り組んでいく考えか、県の現状認識と今後
の対応方針について伺う。

太陽光パネルの排出量は、2030年代半ばから増加する。現行
法では、廃棄される太陽光パネルに対してリサイクルは義務付けられて
いないが、国において、リサイクル制度の確立に向けた議論が進められ
ている。本県においても、不法投棄や不適正処理の防止に備えて、確実
にリサイクルされる仕組みを構築するために、高度な処理技術を有する
事業者や収集運搬業者等と連携し、効率的な回収システムを構築する
など先進的な取組事例を参考に、事例の研究や意見交換を進める。

南アルプスの生物多様性を保全するため、最大限の回避・低減
措置をJR東海に求めており、自然環境の損失が残る場合、同等以上の
代償措置を、事業者の責務として実施してもらう。また、回避・低減措置
の実施に当たっては、効果に不確実性があることから、現地調査等によ
る現状把握と評価、フィードバックを繰り返しながら、状況に合わせて
「順応的管理」の実施も求めており、具体的な手順等を確認していく。

南アルプスは複雑な地質構造であることから、県境付
近の断層で湧水圧試験を行い、透水係数を調べることとし、こ
れまでの予測の見直しや、田代ダム取水抑制案の再検討が必
要になるかもしれない重要な調査になると考える。そこで、今
回JR東海が実施した湧水圧試験での透水係数の取り扱いと今
後の湧水圧試験の実施の考え方について伺う。

今回、JR東海が実施した断層付近での湧水圧試験での透水係
数には、これまでの予測を検証する上で、大変重要であると考えてい
る。今後、県専門部会にて議論し、必要ならば、沢の流量減少の予測の
見直しや更なる湧水圧試験をJR東海に求めていく。湧水圧試験の結果
をJR東海が、情報公開を丁寧かつ速やかに行うことが重要であり、科学
的・工学的な観点から確認・評価が必要だと考える。

南アルプスは、ユネスコエコパークに登録された、希少
で貴重な自然環境地域だが、リニア工事は、この真下に約
10.7kmの本坑をはじめ、６本のトンネルを掘削する計画であ
り、生物多様性への影響が大きく、保全措置に向けた議論、検
討がされるべきである。生物多様性の保全、希少で貴重な動植
物を守るため、どのように対応するのか伺う。
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